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令和 年 月 日

佐那河内村長 殿

（交付決定者）

住 所 〒 －

氏 名 印

電話番号

佐那河内村定住支援住宅等補助金実績報告書

令和 年 月 日付け佐那河内村指令第 号で補助金の交付決定を受けた佐那河内

村定住支援住宅等補助金について、下記のとおり完了したので、佐那河内村定住支援住宅等補

助金交付要綱第８条の規定により、関係書類を添え、提出します。

記

１ 交付決定額 金 円

２ 実績報告額 金 円（千円未満切捨て） ≦上限４００万円

□ 住宅新築補助金

（算出式：工事費 円 ×２／３ ＝ 円 ≦上限１５０万円）

□ 村内業者の施工による住宅の新築（□ ５０万円 □ 原材料費 円）

□ 中学生以下の子どもとの同居（５０万円 × ≦上限１５０万円）

（備考）

□ 中古住宅取得補助金

（算出式：工事費 円 ×２／３ ＝ 円 ≦上限１５０万円）

□ 村内業者の施工による住宅の改修（□ 万円 □ 原材料費 円）

□ 中学生以下の子どもとの同居（５０万円 × ≦上限１５０万円）

（備考）

□ 住宅改修補助金

□ 経年劣化した住宅の改修工事

□ 高気密、高断熱、高効率等の改修工事

□ その他、村長が認める工事

（算出式：工事費 円 ×２／３ ＝ 円 ≦上限１００万円）

□ 中学生以下の子どもとの同居（５０万円 × ≦上限１５０万円）

（備考）
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国、徳島県、佐那河内村等から交付される他の補助金を受けるときは、他の補助金等を控除

した額を補助基準額としたうえで、算出しています。

３ 添付資料

□ 住宅用地取得補助金（村宅地造成地）

（算出式：取得費 円 ×１／２ ＝ 円 ≦上限２５０万円）

（備考）

□ 住宅用地取得補助金（村宅地造成地以外）

（算出式：取得費 円 ×１／３ ＝ 円 ≦上限５０万円）

（備考）

□ 住宅新築補助金

□ 中古住宅取得補助金

□ 住宅改修補助金

□ 住宅用地取得補助金

□ □ □ 「工事」又は「中古住宅及びその宅

地の取得」にかかる、領収書及び契

約書の写し

□ 土地登記簿謄本の写し

□ □ □ 工事箇所等の分かる図面（平面図、

改修の実施箇所及び内容が確認で

きる間取り図等）

□ 世帯全員の住民票

□ □ □ 完了後の住宅の写真（新築の場合は

建築場所、中古住宅取得の場合は建

物の外観及び内観、住宅改修の場合

は増改築した箇所）

□ 申請者及び同居者に村税等の滞納が

ないことの証明書

□ □ 建物登記簿謄本の写し □ 補助金申請に係る連帯保証人の印鑑

登録証明書

□ 土地登記簿謄本の写し □ 所有権移転登記完了後１年以内に、住

宅の建築に着手する予定であること

が分かる書類

□ 賃貸借契約書又は売買契約書の写し □ その他、村長が必要と認める書類

□ □ □ 世帯全員の住民票

□ □ □ 申請者及び同居者に村税等の滞納

がないことの証明書

□ □ □ 補助金申請に係る連帯保証人の印

鑑登録証明書

□ □ □ その他、村長が必要と認める書類
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４ 補助金交付に係る住宅への入居者又は入居予定者

５ 収支決算表

６ 建物に係る事項

※住宅新築補助金、中古住宅取得補助金、住宅改修補助金の場合のみ記入。

※以下、中古住宅取得補助金、住宅改修補助金の場合のみ記入。

７ 住宅用地に係る事項

※住宅用地取得補助金の場合のみ記入。

氏名 生年月日（和暦）
実績報告

時の年齢

交付決定者

との続柄
備考

年 月 日 歳

年 月 日 歳

年 月 日 歳

年 月 日 歳

年 月 日 歳

年 月 日 歳

年 月 日 歳

歳入 金額 歳出 金額

補助金額 円 建物工事費 円

自己負担額 円 建物取得費 円

円 土地取得費 円

円 円

円 円

合計 円 合計 円

建築場所又は所在地 構造 床面積 予定工期

佐那河内村 字
㎡

令和 年 月 日

～令和 年 月 日

工事内容

所在地 地目 取得面積
土地登記

（予定）年月日

住宅建築

予定年月日

佐那河内村 字
㎡

令和 年

月 日

令和 年

月 日
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８ 施工業者に係る事項

※住宅新築補助金、中古住宅取得補助金、住宅改修補助金の場合において、

村内に事業所を有する法人又は村内に住所を有する個人事業主が施工するときのみ記入。

９ 連帯保証人に係る事項

事業者名 事業者所在地

佐那河内村 字

私は、佐那河内村定住支援住宅等補助金交付要綱の各条項を承認のうえ、申請者が補助金

の交付を受けたときは、連帯して履行の責を負うことに同意します。同要綱第１４条の規定

による補助金の返還を求められたときは、その連帯保証人となります。

住 所 〒 －

氏 名 印

（申請者との続柄 ）

生年月日 年 月 日

電話番号 － －


